
 

 

＜令和７年度当初予算＞ 

とやまで就農受入体制づくり事業 
農業経営課 

１ 目 的 

農業者の高齢化等による地域農業の衰退が懸念される中、次世代の人材を地域が主体となって確保・

育成していくため、新規就農者の誘致体制や研修農場の整備など新規就農者の受入体制づくりに取り組

む地域を支援する。 

 

２ 内 容 

（１）新規就農者の受入体制づくり 

① 新規就農者の誘致体制の整備 6,000千円 

事業 内容：複数機関の協働による効果的な誘致・支援体制の構築（検討会の開催、先進地視察等）、

誘致の実施（PRコンテンツ作成、現地見学会の開催等）、就農前後の者に対するトータル

サポート活動（短期農業研修の実施、技術面等の指導等）を支援。 

実施 主体：市町村、協議会、民間団体、農業法人、集落営農組織等   

  標準事業費：2,000千円/地域、補助率：定額（国） 

 

② 研修農場の整備 22,500千円 

事業 内容：実践的な研修を行う研修農場の整備に必要な農業用機械・施設等の導入を支援。 

実施 主体：市町村、協議会、民間団体、農業法人、集落営農組織等 

標準事業費：15,000千円/地域、補助率：1/2以内（国） 

 

（２）先進農家研修の実施［就農準備研修事業］ 1,134千円 

事業 内容：市町村等が実施する青年等就農ビジョン認定者を対象とした先進農家等での研修を支援 

実施 主体：地域担い手育成総合支援協議会、市町村 

補 助 率：県1/2、市町村1/2 

計画 人数：６名 

研修対象者 研修期間 対象経費 

先進農家等で研修を行う青年等就農ビ

ジョン認定者（6名） 

１年以上 

２年以内 

・研修生受入農家等が研修に要する経費の1/2 

（研修生１人あたり月額30,000円上限） 

・研修中の事故に係る傷害保険料に要する経費の1/2 

（研修生１人あたり年額18,000円上限） 

 

（３）就農希望者の募集 2,000千円 

事業 内容：受入体制を整備した地域が新規就農者を呼び込むために行う受入プログラムの発信、PRパ

ンフレット作成、体験研修会の開催、SNS広告宣伝等を支援。 

実施 主体：市町村、協議会、民間団体、農業法人、集落営農組織等 

標準事業費：1,000千円/地域、補助率：定額（県） 

 

（４）新規就農者の受入体制づくりの普及活動 366千円 

事業 内容：新規就農者の受入体制づくりの先進事例を紹介する研修会を開催。 

実施 主体：県 

 

３ 県予算額 32,000 千円 

※うち国費 28,500 千円（農地の受け手確保に向けた新規就農者誘致環境整備事業） 

新 



＜対策のポイント＞
 地域計画の策定により明らかになる受け手のいない農地に円滑に新規就農者を誘致するため、関連事業と連携し、地域の関係機関による誘致体制の整備

や、技術習得のための研修農場の整備、就農前後の方に対するトータルサポート活動、就農に適した農地の整備等を一体的に支援します。

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

１．新規就農者の誘致体制の整備
複数機関の協働による効果的な誘致・支援体制の構築、誘致の実践、就農前後

の方々に対するトータルサポート活動を支援します。（定額）

２．研修農場の整備
就農希望者が実践的な研修を行う研修農場に必要な農業用機械・設備の導入、

施設整備等を支援します。（1/2以内）

(農地整備等関連事業)
３．遊休農地解消対策事業

目標地図において受け手が位置付けられていない遊休農地について、農地バンク
等による簡易な整備を支援

４．基盤整備事業（農地耕作条件改善事業等）
畦畔除去による区画拡大や暗渠排水等のきめ細かな耕作条件の改善への支援等

［お問い合わせ先］経営局就農・女性課（03-6744-2162）

（複数機関の協働による効果的な誘致・支援
体制の構築強 化）
コーディネータ設置、検討会開催、先進地視察、
マニュアル整備 等

（誘致の実践）
地域農業のＰＲコンテンツ作成、
現地見学会開催 等

就農に適した農地の整備
遊休農地解消対策事業 ／ 基盤整備事業（農地耕作条件改善事業等）

※「新規就農者参入促進計画」を作成
・地域における推進体制や、新規就農者の現状と目標、農地の状況等を記載

いずれも実施する場合は優先的に採択

農業用機械・設備の導入、農業用ハウス等の整備

相談対応・指導
・短期農業研修の実施
・就農相談員の設置又は地域の先輩農業者への
依頼により、就農前後の者に対する農地確保、
資金調達、生活面、技術面等についての
相談対応・指導 等を実施

（就農前後の者に対するトータルサポート活動
   の実施）

＜事業の流れ＞

国 全国農業委員会
ネットワーク機構

市町村、
協議会、
民間団体

等

都道
府県

定額、1/2 定額、1/2 定額、1/2

新規就農者の誘致体制の整備

研修農場の整備

新規就農者育成総合対策のうち
農地の受け手確保に向けた新規就農者誘致環境整備事業

【令和７年度予算額 10,748（9,638）百万円の内数】
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